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は じ め に
　古くは官僚制の優越性を指摘したマックス・ウェーバーの論述に見られる
ように(1)，官僚制組織が自らの地位を高めるための手段の一つが，職務に必
要な専門的な知識や技術といった専門性であることは広く知られている。と
なれば，その専門性を官僚が獲得し，官僚制内部に蓄積し，秘匿することは，
⑴　マックス・ウェーバー［1987］，58-64頁。
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官僚制組織が政党・政治家や国民・住民といった外部に対して優位を保ちな
がら組織を維持するための重要な要件である。逆に，官僚制の持つ専門性を
組織の内外を含めて何処でいかに後世に伝達するかによって官僚制外部との
関係が影響を受けるとともに，官僚制内部の上司・部下の関係や官僚制の作
動様式も異なってくると考えられる。官僚制に備わる専門性の所在とそれを
伝達するための教育のあり方は，官僚制の本質に関わる問題といえよう。
　こうした関心から本稿では，日本の中央省庁が所管する公務員の研修機関
においてどのような教育が行われ，その教育によって日本官僚制にどのよう
な性格がもたらされるかを考察する。
　数多くある研修機関のうち特に本稿で取り上げるのは，国税庁の施設等機
関である税務大学校である。同校は，財務省の外局として内国税の賦課徴収
を担当する国税庁のもとに設置され，国家公務員として採用された税務職員
に対して必要な研修を行う機関である(2)。
　この税務大学校を取り上げる理由は，便宜的な理由が多い。まず第１に，
必要な資料が比較的入手しやすいことがある。同校は，創立から40年，50年
といった区切りにその歴史をまとめており，公式の変遷がわかりすい。第２
に，衆目の集まりやすい国税庁や税務署の職員を養成する機関であるためか，
同校に関連した書物が OB によって若干出版されている。こうしたイン
フォーマルな情報は，公式見解に表れにくい専門教育の内実を理解するのに
役立つものと思われる。さらに，第３に，同校の設置元である国税庁の上級
機関に当たる財務省・旧大蔵省については，中央省庁のなかでも最有力官庁
として出版物で取り上げられることが多く，そのなかで本省キャリア官僚と
の関係でノンキャリアである税務職員に触れられる機会が多い。こうした言
及は，同校で養成される税務職員の国税庁や財務省の内部における役割や位
置づけを確認し，専門教育の意味を官僚制の組織構成と結びつけて理解する
手がかりとなるであろう。
⑵　国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp/，2014年３月22日取得。）。
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　特に，第１の点に関連して官僚批判が高まるより前の資料は比較的入手し
やすく，税務大学校の50年史も1991年までカバーしている。また，1990年代
に至る時期は，日本の政治・経済が，その後に比して安定しており，そうし
た環境のもと日本官僚制が大幅な変更を迫られず，戦後の人事慣行や政策形
成の方式をほぼそのまま踏襲していた時代といえる。その後は，1990年代初
めからバブル経済が崩壊し始め，経済のグローバル化とそれに伴う自由化に
よっていわゆる護送船団方式による政策決定がやりにくくなった。また，1993
年から94年にかけて自由民主党が政権から離れ，政権党交代によって官僚人
事の変更があり得ると認識されるようになった(3)。さらに，1990年代半ばに
起きた一連の官僚不祥事によって，国民の官僚に対する信頼も，少なくとも
表面上は揺らいだと考えられる。従って，戦後の日本官僚制の安定要因は，
1990年に至るまでの官僚制のあり方に見られ，かつ，現存する官僚制の安定
的な側面もそうした90年代までの継承によるところが大きいように思われる。
　もちろん，税務大学校というただ一つの研修機関で20年以上前に行われた
教育を取り上げて，それが直ちに日本官僚制における専門教育の典型である
と一般化することは難しい。しかし，事例の１つからいえることを指摘する
ことは，官僚制と専門教育というこれまで取り上げられることの少なかった
領域に入る第一歩として許されればと思う。
　論述の順序としては，まず先行研究に基づき，「大学校」と呼ばれる施設一
般について簡単に述べた上，税務大学校の研修体系を概観するのが便利であ
ろう。さらに，そのうち同校の創設から現在まで実質的に一貫して存続して
きた研修コースである普通科について1991年度までのカリキュラムを中心と
した歴史と，授業科目（教科目）のカテゴリーごとの授業時間数の変遷との
対応を同校の年史をたどりながら検討し，同校における研修のあり方を探る。
そして，その結果に若干の考察を加えて日本官僚制に見られる専門教育の特
徴を推し量りたい。
⑶　日本経済新聞社（編）［1994］，38-51頁。
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１. 大　学　校
　「大学校」というと，戦前の記憶が残る世代には，陸軍大学校，海軍大学
校といった名称になじみがあるかもしれないが，昨今，多くの人には，防衛大
学校や気象大学校という名前がすぐに思い浮かぶであろう。両者とも，高等学
校の卒業者が選択しうる進学先として大学進学者が通う予備校の偏差値ラン
キングにも掲載される。このため，大学校とは，一般に，冠された名称につい
ての専門教育を施す高等教育機関と認識されることが多いのではないか。
　しかし，実際には，防衛大学校や気象大学校は，それぞれ防衛省，気象庁
の施設等機関であり，教育を受けるのは国家公務員として採用された者であ
る。後に詳述するように，大学校と名のつく施設がすべて国や自治体等に属
する公的な機関とは限らないが，この二つの大学校の他にも「大学校」を名
乗る政府の関係機関は多い。
　そもそも大学校と呼ばれる施設は，大学とどのように異なるのであろうか。
大学については，法律上の明確な規定がある。学校教育法第１条には「この法
律で，学校とは，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別
支援学校，大学及び高等専門学校とする」とあり，さらに，同法第135条では
「専修学校，各種学校その他第一条に掲げるもの以外の教育施設は，同条に
掲げる学校の名称又は大学院の名称を用いてはならない」と定められている。
このため，大学とは，学校教育法に大学と定められている学校をいい，一般に
は「一条校」または「正規の学校」などと呼ばれる(4)。「大学」の名称を用い
ている学校は，1990年度には国立，公立，私立を合わせて508校存在する(5)。
　これに対して大学校も，その名称からしても，また，多くの大学校は高等
⑷　参照，市川（編）[1993]，14頁。
⑸　「『我が国の文教政策』（平成２年度）［第１部第２章第１節１］」（文部科学省ホーム
ページ：http://www.mext.go.jp/，2014年６月10日取得。）。なお，2013年５月１日現在
では782校となっている。参照，「表２　高等教育機関の学校数，在学者数，教員数」「平
成25年度学校基本調査（確定値）の公表について」（平成25年12月20日，文部科学省ホー
ムページ：http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/20
14/01/29/1342607_1_1.pdf，2014年４月24日取得。）。
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学校卒業以上の学歴を有する者を対象としていることもあり，大学や短期大
学と同程度の高度な教育・訓練を行う施設であろうと想像させる。しかし，
大学校は，法令による特段の規定はなく，国公立の施設，民間によるものを
問わず名乗ることができる(6)。すなわち，「大学校」と名乗った施設が大学校
ということになる。
　ただし，国公立の大学校については，大学校に関する先駆的な研究を行っ
た市川昭午の分類に従えば，「国および地方の行政機関が設置・運営する学校
教育類似の教育研修施設」である「官公庁所管学校」ということができ，さ
らに，第１に「文部省以外の国の行政機関が設置・運営する学校教育類似の
教育訓練施設」である「省庁所管学校」と(7)，第２に「教育行政庁（教育委
員会および教育行政庁としての首長）以外の地方行政機関が所管する学校類
似の施設」（括弧は原文。）である「部局所管学校」に分けることができる。
ちなみに，「官公庁所管学校」に属し，「大学校」と呼ばれる施設は，1990年
には70校以上にも上るとされる(8)。
　さらに1989年度で，「省庁所管学校」に分類される施設のうち「大学校」の
名称を持つものは25校ある。各省庁の設置法または組織令で文教施設として
指定されているものは，税務大学校や防衛大学校，気象大学校の他，防衛医
科大学校，社会保険大学校，農業者大学校，水産大学校，海技大学校，航空
大学校，航空保安大学校，海上保安大学校，建設大学校，自治大学校，消防
大学校の計14校，旧郵政省の職員教育訓練所に含まれるものは，郵政大学校
の１校，国家行政組織法にいう「特別の機関」に含まれるものは，警察大学
校の１校，特殊法人が設置しているものは，職業能力開発大学校，中小企業
大学校８校の計９校である(9)。
⑹　市川（編）［1993］，14頁。
⑺　ただし，市川（編）［1993］の定義では，「国の行政機関」に「国の特殊法人」を含ん
でいる。参照，市川（編）［1993］，33頁，39頁，42-43頁。
⑻　市川（編）[1993]，14頁，16-17頁，21頁。
⑼　市川（編)[1993]，14-15頁。2014年４月１日現在では，合計28校の「省庁所管学校」
の「大学校」が確認できた。市川（編）［1993］にあったもののうち，改組・改称を含
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　すなわち，こうした分類に従えば，本稿で取り上げる税務大学校は，大学
校と呼ばれるもののうち「国および地方の行政機関が設置・運営する学校教
育類似の教育研修施設」である「官公庁所管学校」であり，そのなかでも「文
部省以外の国の行政機関が設置・運営する学校教育類似の教育訓練施設」で
ある「省庁所管学校」に当たるといえる。
２. 税務大学校の概要
⑴　研修生と研修内容
　先に述べたように，税務大学校は，現在，財務省の外局として内国税の賦
課徴収を担当する国税庁のもとに設置され，「国家公務員として採用された税
務職員に対して必要な研修を行う機関で，本校のほか，全国12か所に地方研
修所を置いて」いる(10)。支所の数は，1972年に沖縄の本土復帰に伴って沖縄
研修所が設置されて以来，現在まで変化はない(11)。1991年と2014年とを比較
して，研修所のほとんどはその所在地を変えておらず，本校の校舎と関東信
越研修所，名古屋研修所が移転しているに過ぎない(12)。
　み，大学校という名称を用いて存続している施設で，国の直接運営するものとしては，
防衛大学校，防衛医科大学校，航空保安大学校，気象大学校，海上保安大学校，警察大
学校，自治大学校，消防大学校，税務大学校，国土交通大学校（旧建設大学校）の合計
10校がある。独立行政法人が設置・運営しているものとしては（以下の括弧内は運営主
体である独立行政法人の名称。），水産大学校（独立行政法人水産大学校），海技大学校
（独立行政法人海技教育機構），国立波方海上技術短期大学校（独立行政法人海技教育機
構），国立清水海上技術短期大学校（独立行政法人海技教育機構），航空大学校（独立行
政法人航空大学校），中小企業大学校が９校（独立行政法人中小企業基盤整備機構），職
業能力開発総合大学校，（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構)の合計15校が
ある。また，市川（編）［1993］に記載がなく存在が確認された独立行政法人の運営によ
る大学校には，旧国立宮古海上技術学校を改称した国立宮古海上技術短期大学校（独立
行政法人海技教育機構），国立看護大学校（独立行政法人国立国際医療研究センター），
労働大学校（独立行政法人労働政策研究・政策機構）の３校がある。
⑽　以下，特に断りのない限り，直近の税務大学校の説明は，国税庁ホームページ（https://
www.nta.go.jp/，2014年３月22日取得。）を参照，引用している。
⑾　参照，税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，57頁。
⑿　参照，税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，401頁。
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　税務大学校で行われる研修は多岐にわたるが，歴史の長い主なものを1991
年現在で挙げれば，まず第１に，1941年に税務大学校の前身である大蔵省税
務講習所(13)が創設されて以来実質的に続いてきた「普通科」がある。これ
は，高等学校卒業程度が受験資格となる国家公務員試験のⅢ種試験で採用さ
れた者（1,765人）を対象とし，「社会人としての良識及び公務員としての自
覚を身につけさせるとともに職務の遂行に必要な基礎的事項を習得させるこ
と」が目的とされ，研修期間は１年である。また，1969年には，普通科の卒
業生に対して「初任者基礎研修」（1,517人）が設けられた。これは，「普通科
課程に引き続き職務遂行上必要な知識や技能などを習得させることを目的と
して」行われ，その研修期間は当初1.5ヶ月であり，1973年からは３ヶ月に延
長された(14)。後の論述のために確認すると，初任者基礎研修は，1968年度か
ら1971年度までに入学した研修生が1.5ヶ月を，1972年度以降に入学した研修
生が３ヶ月をそれぞれ受けることとなった。
　第２に，普通科の研修生はその後，「部内経験を有する職員に対する１年間
の研修であり，研修生は，選抜試験により国税局長等が選定する」「本科」
（500人）という研修コースを受けることがある。この研修コースは，1947年
に設置された大蔵省高等財務講習所内国税班から国税庁税務講習所高等科を
経て1964年の税務大学校設立時に改称されたもので普通科に次ぐ歴史を有
し，「租税に関する専門的な知識や技能の習得及び応用能力を身につけさせる
とともに，社会人としての広い視野，高い見識，正しい判断力を養成するこ
とを目的としている」とされる。部内経験が８年目以上で35歳未満の者がそ
の資格者となる(15)。
　第３に，1965年には，「租税の理論と税法の運用について高度の研究を行う
⒀　2001年１月の中央省庁の再編と同時期に，合併等により省庁名の変更があったが，本
稿の以下の記述では，それ以前の省庁の名称に「旧」の標記はつけないこととする。
⒁　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，59頁，64頁，307頁。なお，本文の括
弧は1991年度の受講者数を示す。
⒂　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，69頁，307頁，394頁。なお，本文の
括弧は1991年度の受講者数を示す。
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よう指導し，その研究活動を通じ，高度の専門的な知識や技能などを習得さ
せることを目的として」，「研究科」（21人）が設けられた。研究科の研修生
は，本科または，後述の「専科」卒業後の40歳未満の者で，国税局長等の推
薦により国税庁長官が決定し，研修期間は原則１年３ヶ月となる(16)。
　第４に，1971年度から，大学卒業程度が受験資格となる国税専門官試験に
より採用された国税専門官に対して本校で行われる研修がある。そのうち，
１年目に，「税務職員として必要な知識や技能などの基礎的事項を習得させる
ことを目的として」，研修期間３ヶ月で行われるのが「専門官基礎研修」（829
人）である。さらに，３年の実務経験を経て４年目で，「専門官として必要と
する高度な知識と技能などを習得させることを目的として」，研修期間６ヶ月
で行われる「専科」（753人）が1974年から導入された(17)。
　なお，税務大学校は，この他にも長期研修として，税務理論研修，国際租
税セミナー・一般コース，国際租税セミナー・特別コース，短期研修として
（以下の括弧内はコース数），本校短期研修（32コース），地方短期研修（195
コース），さらには，スクーリングを伴う通信研修も行っている(18)。
　以下では，こうした研修の分類のうち，1991年現在で長期研修のなかでも
最も歴史が長く，かつ，研修生の輩出数が最も多い普通科における研修生を
中心に税務大学校の歴史を振り返ることとする(19)。
⒃　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，67頁，307頁。なお，本文の括弧は
1991年度の受講者数を示す。
⒄　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，65頁，73頁，307頁。なお，本文の括
弧は1991年度の受講者数を示す。また，専科は，創設当時「専門官研修」と呼ばれ，翌
1975年７月に改称された。
⒅　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，77-78頁，307頁。なお，2014年現在
も，税大の研修は，長期研修，短期研修，通信研修の３体系からなり，研修内容，研修
期間といった研修体系に一部変更はあるももの，普通科，本科，専門官基礎研修，専科，
研究科は存続している。参照，「税務大学校の研修体系」国税庁ホームページ（https://
www.nta.go.jp/，2014年３月22日取得。）。
⒆　1991年現在の研修生の累計でも，普通科51,599人，初任者基礎研修30,462人，本科
13,849人，専門官基礎研修10,693人，専科7,916人と，普通科の人数が圧倒的に多くなっ
ている。参照，税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，352-353頁。
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⑵　税務職員養成の歴史
　①　研修機関設立以前
　租税の賦課徴収は，近代国家に欠くことのできない基本的な権能であり，
公平を原則とし，強制力を伴うものであるため(20)，税務職員は民間には見ら
れず国家に特有な，専門的な知識や技術を必要としていると考えられる。ま
た，国税職員の専門性は，全国共通のものとして，また，一定の徴収水準を
達することが求められるであろう。
　特に，経済・社会の変化に合わせて新規の税目が設定されたり，納税制度
が改革されたり，税制に何らかの変更が加えられた場合には，全国にわたり税
務職員に対して教育訓練を施す必要が生じてくると考えられる。しかしなが
ら，そうした要請がすぐに統一的な研修機関の設立に結びつくとは限らない。
　1896（明治29）年には，収税の地方機関を府県から切り離し，大蔵省の直
轄機関である税務管理局及び税務署が設立された(21)。そして，その直後か
ら，中央及び地方を通じた「税務官吏教習所」を設置する構想が検討され1898
年にはその計画が具体化していたが，実現には至らず，「税務職員の教育訓練
は，主として大蔵省主税局及び各税務管理局（明治35年11月以降は税務監督
局）の主催により，中央及び地方において，必要に応じて開催される税務講
習会により実施されることとなった」（括弧は原文。）(22)。
　主税局が主催し，全国から税務職員を中央に集めて行う「中央税務講習会」
は，1901年から1903年まで行われた後，「日露戦争の勃発等により中止されて
いた」が，1918（大正７）年には，職員の再教育を目的として定例的に実施
されるようになった。初年度は，「第一次大戦による経済ブーム等を契機とし
て創設された戦時利得税の円滑な執行や法人企業に対する課税の適正化を図
ることを主な目的とし」て開催された。そして，翌1919年の第２回からは，
直税事務に範囲が広げられ，毎年１回，講習人員100人前後，開催期間40日程
⒇　参照，「国税庁について」（国税庁ホームページ：http://www.nta.go.jp/kohyo/
katsudou/report/2012/01.htm，2015年１月29日取得。）。
　税務大学校研究部［1996］，30-31頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，23頁。
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度で1922年まで続けられたが，翌1923年には関東大震災で中断した(23)。
　この中央税務講習会は，1925年に直税，間税，現在の総務及び徴収に当た
る庶務の３コースからなる講習会に拡大して再開された。開催回数は，1925
年から1930年までと，1942年から第二次大戦の激化に伴い最後となった1944
年までとは，直税の講習と間税の講習についてそれぞれ年１回，合計２回行
われ，1931年から1941年までは年１回行われた。なお，庶務のコースは，直
税もしくは間税のコースのどちらかと一緒に開催されるかたちがとられた。
また，受講者は70人前後から多いときには150人近くまでと実施年によってま
ちまちである。さらに，開催期間も２ヶ月ないし３ヶ月程度に延長されてい
る(24)。
　このときの「教科目は，主税局職員等による税法等の専門科目のほかに，
東京帝国大学教授等を中心とする部外講師により行政法，民法，商法，財政
学等について高度な内容の講義が行われ，これが講習生にとっても大きな魅
力となっていた」(25)。
　特に，定例化した1918年から1944年までの期間の税務職員の定員は，拡大と
縮小を繰り返し，1935年の7,625人が最少で1944年の17,367人が最多となって
いる(26)。ごく大まかにいって全税務職員のうちの100人に１人がこの講習会に
参加した計算になる。従って，「この講習会の修了者は，国税局や税務署等に
おいて，税務を支える幹部として活躍するなど，この講習会が中堅職員の再
教育に果した役割は大きいものがあった」(27)とあるように，受講者が幹部候補
であり，中央税務講習会が職員の再教育のために行われたと考えられる。
　また，地方における税務管理（監督）局でも，明治期から管内の職員に対
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，23-24頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，24-25頁，特に表「大蔵省主税局主催
税務講習会」。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，24頁。
　税務大学校研究部［1996］，303頁，「税務職員の定員の推移」。なお，同表には「昭和
23年度以前は，局（税務管理局，税務監督局及び財務局）及び税務署の定員の合計を示
し，主税局の定員，傭人及び施設職員を含まない。」（括弧は原文。）との注記がある。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，24頁。
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する講習会を実施してきた。「例えば，根室税務管理局においては，明治34
（1901）年に『税務教習会規程』を定め，原則として毎年１回，２か月以内
の教習会を開催し，関係税法や実務等の教習を行うこととしている」（括弧は
引用者。）(28)。こうした地方税務講習会は，「新たに採用された雇員を対象と
したものもあったが，講習の重点は職員の再教育におかれており，主として
直税事務・法人事務・間税事務及び庶務事務の講習会として行われた。教科
目は，関係税法及びその実務を中心として教授され，税務管理（監督）局の
幹部職員がその講師にあたった。講習の期間は通常20日前後であり，長いも
のでも１か月程度であった」（括弧は原文。）(29)とされる。
　このように，地方税務講習会は，中央税講習会と同様に職員の再教育を主
な目的として，職員が講師を務め，関係税法とその実務を中心に行われ，し
かも講習の期間は20日から１ヶ月程度と短いものであったといえよう。
　②　大蔵省税務講習所の創設
　税務大学校は，その名前の機関に改組された1964（昭和39）年より約23年
も前，1941（昭和16）年５月１日に大蔵省税務講習所が創設されて，その始
まりとされている(30)。中央税務講習会と地方税務講習会で行われる講習は，
上述の通り，職員の再教育を目的としたものが多く，「新任者に対する教育訓
練についてもその充実を図るために，税務職員に対する独立した教育機関を
設置することは長い間の懸案であった」(31)。先に触れたように，明治期に税
務職員に対する専門の研修機関である税務官吏教習所の設置構想が練られて
から，約半世紀後に実現したと考えられる(32)。
　税務講習所が創設された直接のきっかけは，1937年から始まった日中戦争
であった。この戦争によって増税・新税の導入がなされ，さらに，1940年に
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，24頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，24頁。
　参照，税務大学校［1983］，「はしがき」，税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）
［1991］，７頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，26頁。
　参照，税務大学校［1983］，14頁。
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は，「所得税法の改正や法人税法の創設を軸とする大幅な税制改正が行われ，
事務量が飛躍的に増加する一方で，事務に精通した職員が次々に軍隊に召集
されるようになった。その結果，増大する事務量を処理するために，新任者
の確保とその教育の充実が急務となったが，従来のように税務署等において
個別に雇員を採用する方法では，優秀な職員を確保・教育することが次第に
困難になった」とされる(33)。すなわち，戦争をきっかけに事務量が増大する
なか，数多くの職員が召集されて，これまで行われていた個別に新規採用者
をリクルートする方式では対応できなくなったため，職員を大量に採用して
教育する必要性から研修機関が設けられたといえよう。
　税務講習所の第１期生は，「旧制中等学校卒業程度以上で年令が満17歳以上
25歳以下の男子200名が募集され」，合格者は約180人とされる(34)。学科試験
の科目は，公民科，国文，作文であった(35)。
　税務講習所における教育の目的は２つあった。「税務職員ニ対シ税務行政ニ
必要ナル学術及実務をヲ教授」すること，さらに「其ノ徳性ヲ涵養スル」こ
とである(36)。このため，教科目は「税法等の専門科目が重視され，当時施行
されていた数多くの税法をほぼ網羅して講義した」とされる(37)。創設当時，
1941年度の専門科目の教科目は，所得税法，法人税法といった一般的な税法
科目だけでなく揮発油税法，入場税法，会社経理統制令にまで及び，科目数
は30種類に上っている(38)。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，26頁。参照，税務大学校［1983］，14
頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，26頁。ただし，修了者は160人であ
る。参照，税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，350頁，表「13　普通科及び
専門官基礎研修の研修生数」，税務大学校［1983］，72頁，「参考資料１　年度別種類別研
修修了者数」。
　税務大学校［1983］，15頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，26-27頁。税務大学校［1983］，14頁，
「税務講習所完成（昭和16年５月１日官報）」。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，27頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，322頁，参照，税務大学校［1983］，
14-15頁。
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　＜表＞は，税務講習所創設時の1941年度から1991年度までについて，こう
した専門科目，基礎科目，その他の科目の授業時間数とその割合を計算して
構成比を示したものである。時代によって科目の内容は変化するが，「専門
科目」には，各税法科目，簿記，会計学等を含め，「基礎科目」には，憲法，
行政法，民法，商法等の「一般法律科目」と，経済学や財政学等の「経済科
目」が属する。また，「その他の科目」は，教養講話，部内講話といった「一
般科目」，珠算等の「実技科目」，「体育・文化活動」，「行事・その他」からな
り，専門科目，基礎科目より外のすべての科目を含めて作成している(39)。
　1941年度のカリキュラムについていえば，全授業時間のなかで，そうした
専門科目に充てられる授業時間数の割合も高い。合計の授業時間924時間を
100％とすると，所得税法，法人税法にそれぞれ70時間，簿記の50時間，会計
学の30時間というように税法関連の科目を中心とする専門科目には724時間，
78.4％が充てられている。これに対して，憲法，民法，商法，財政学といっ
た基礎科目に150時間，16.2％が，さらに，その他の科目としては，官吏服務
紀律，会計実務，統計実務に合計50時間，5.4％がそれぞれ割り当てられてい
るに過ぎない(40)。こうした専門科目の割合は，その後の推移からしても特に
高いものであるといえる。
　従って，創設当時は，専門科目の占める割合が最も高く，教科目の種類の
みならず，授業時間数についても専門科目中心のカリキュラムが組まれてい
たといえ，税務講習所では当初，専門性の高い税務職員を育成しようとした
と考えることができる。
　ただし同時に，税務大学校は創設当初から「随時，科外講話や見学などが
折り込まれ，ハードな中にもバラエティに富む充実した教育内容であっ
た」(41)。また，すでに全寮制の教育体制も採られていた。「これは団体生活を
通じて『生徒ノ身体及び人格ヲ練磨シ生徒ヲシテ規律，礼節ニ親シマシムル
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，322-331頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，322-323頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，27頁。
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＜表＞　税務大学校普通科における授業科目の授業時間数とその構成比（その１）
年度
専　門　科　目 基　礎　科　目 そ の 他 の 科 目 合　　計
実　　数 ％ 実　　数 ％ 実　　数 ％ 実　　数 ％
1941 724 78.4% 150 16.2% 50 5.4% 924 100.0%
1942 723 52.9% 480 35.1% 165 12.1% 1368 100.0%
1943 600 53.7% 400 35.8% 118 10.6% 1118 100.0%
1944 585 51.6% 310 27.4% 238 21.0% 1133 100.0%
1945 263 74.5% 90 25.5% 0 0.0% 353 100.0%
1946 295 53.6% 255 46.4% 0 0.0% 550 100.0%
1947 590 29.2% 1310 64.9% 120 5.9% 2020 100.0%
1948 740 42.2% 860 49.0% 154 8.8% 1754 100.0%
1949 580 48.7% 535 44.9% 76 6.4% 1191 100.0%
1950 500 49.6% 310 30.8% 198 19.6% 1008 100.0%
1951 484 48.1% 390 38.8% 132 13.1% 1006 100.0%
1952 630 46.7% 500 37.1% 218 16.2% 1348 100.0%
1953 580 43.6% 490 36.8% 260 19.5% 1330 100.0%
1954 610 43.3% 520 36.9% 280 19.9% 1410 100.0%
1955 665 47.6% 510 36.5% 221 15.8% 1396 100.0%
1956 660 46.7% 520 36.8% 234 16.5% 1414 100.0%
1957 635 48.8% 475 36.5% 190 14.6% 1300 100.0%
1958 651 49.1% 483 36.4% 192 14.5% 1326 100.0%
1959 670 49.2% 483 35.5% 209 15.3% 1362 100.0%
1960 675 44.4% 477 31.4% 369 24.3% 1521 100.0%
1961 675 44.3% 477 31.3% 372 24.4% 1524 100.0%
1962 630 41.0% 399 26.0% 507 33.0% 1536 100.0%
1963 636 41.4% 405 26.4% 495 32.2% 1536 100.0%
1964 636 41.7% 405 26.6% 483 31.7% 1524 100.0%
1965 556 36.7% 462 30.5% 497 32.8% 1515 100.0%
1966 556 36.9% 465 30.9% 485 32.2% 1506 100.0%
1967 562 37.2% 465 30.8% 482 31.9% 1509 100.0%
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＜表＞　税務大学校普通科における授業科目の授業時間数とその構成比（その１）
年度
専　門　科　目 基　礎　科　目 そ の 他 の 科 目 合　　計
実　　数 ％ 実　　数 ％ 実　　数 ％ 実　　数 ％
1941 724 78.4% 150 16.2% 50 5.4% 924 100.0%
1942 723 52.9% 480 35.1% 165 12.1% 1368 100.0%
1943 600 53.7% 400 35.8% 118 10.6% 1118 100.0%
1944 585 51.6% 310 27.4% 238 21.0% 1133 100.0%
1945 263 74.5% 90 25.5% 0 0.0% 353 100.0%
1946 295 53.6% 255 46.4% 0 0.0% 550 100.0%
1947 590 29.2% 1310 64.9% 120 5.9% 2020 100.0%
1948 740 42.2% 860 49.0% 154 8.8% 1754 100.0%
1949 580 48.7% 535 44.9% 76 6.4% 1191 100.0%
1950 500 49.6% 310 30.8% 198 19.6% 1008 100.0%
1951 484 48.1% 390 38.8% 132 13.1% 1006 100.0%
1952 630 46.7% 500 37.1% 218 16.2% 1348 100.0%
1953 580 43.6% 490 36.8% 260 19.5% 1330 100.0%
1954 610 43.3% 520 36.9% 280 19.9% 1410 100.0%
1955 665 47.6% 510 36.5% 221 15.8% 1396 100.0%
1956 660 46.7% 520 36.8% 234 16.5% 1414 100.0%
1957 635 48.8% 475 36.5% 190 14.6% 1300 100.0%
1958 651 49.1% 483 36.4% 192 14.5% 1326 100.0%
1959 670 49.2% 483 35.5% 209 15.3% 1362 100.0%
1960 675 44.4% 477 31.4% 369 24.3% 1521 100.0%
1961 675 44.3% 477 31.3% 372 24.4% 1524 100.0%
1962 630 41.0% 399 26.0% 507 33.0% 1536 100.0%
1963 636 41.4% 405 26.4% 495 32.2% 1536 100.0%
1964 636 41.7% 405 26.6% 483 31.7% 1524 100.0%
1965 556 36.7% 462 30.5% 497 32.8% 1515 100.0%
1966 556 36.9% 465 30.9% 485 32.2% 1506 100.0%
1967 562 37.2% 465 30.8% 482 31.9% 1509 100.0%
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＜表＞　税務大学校普通科における授業科目の授業時間数とその構成比（その２）
年度
専　門　科　目 基　礎　科　目 そ の 他 の 科 目 合　　計
実数（外） 実　数 実数小計 ％ 実数（外） 実　数 実数小計 ％ 実数（外） 実　数 実数小計 ％ 実数（外） 実　数 実数小計 ％
1968 188 414 602 34.6% 0 552 552 31.7% 22 564 586 33.7% 210 1530 1740 100.0%
1969 188 414 602 34.7% 0 552 552 31.8% 22 558 580 33.4% 210 1524 1734 100.0%
1970 188 414 602 34.7% 0 573 573 33.0% 22 537 559 32.2% 210 1524 1734 100.0%
1971 142 460 602 34.8% 0 573 573 33.2% 65 488 553 32.0% 207 1521 1728 100.0%
1972 182 459 641 33.9% 60 576 636 33.6% 145 471 616 32.5% 387 1506 1893 100.0%
1973 177 459 636 34.6% 21 576 597 32.5% 138 468 606 33.0% 336 1503 1839 100.0%
1974 191 414 605 33.3% 15 589 604 33.2% 139 470 609 33.5% 345 1473 1818 100.0%
1975 183 449 632 34.9% 36 525 561 31.0% 123 493 616 34.1% 342 1467 1809 100.0%
1976 129 498 627 34.7% 101 476 577 31.9% 112 493 605 33.4% 342 1467 1809 100.0%
1977 138 498 636 35.2% 33 481 514 28.4% 174 485 659 36.4% 345 1464 1809 100.0%
1978 138 501 639 35.3% 33 487 520 28.7% 168 482 650 35.9% 339 1470 1809 100.0%
1979 141 501 642 35.0% 33 493 526 28.7% 171 494 665 36.3% 345 1488 1833 100.0%
1980 140 462 602 29.1% 31 515 546 26.4% 171 747 918 44.4% 342 1724 2066 100.0%
1981 140 462 602 29.1% 31 515 546 26.4% 171 747 918 44.4% 342 1724 2066 100.0%
1982 136 467 603 27.7% 31 515 546 25.0% 181 850 1031 47.3% 348 1832 2180 100.0%
1983 139 482 621 28.4% 31 515 546 25.0% 184 835 1019 46.6% 354 1832 2186 100.0%
1984 147 475 622 28.4% 31 530 561 25.6% 170 835 1005 45.9% 348 1840 2188 100.0%
1985 142 482 624 28.4% 33 541 574 26.2% 176 821 997 45.4% 351 1844 2195 100.0%
1986 160 480 640 29.1% 27 548 575 26.1% 167 819 986 44.8% 354 1847 2201 100.0%
1987 152 480 632 29.3% 36 537 573 26.6% 157 795 952 44.1% 345 1812 2157 100.0%
1988 144 474 618 28.7% 39 540 579 26.8% 165 795 960 44.5% 348 1809 2157 100.0%
1989 147 474 621 28.8% 39 538 577 26.8% 165 794 959 44.5% 351 1806 2157 100.0%
1990 147 466 613 28.5% 39 543 582 27.1% 165 790 955 44.4% 351 1799 2150 100.0%
1991 165 449 614 28.5% 39 543 582 27.1% 138 817 955 44.4% 342 1809 2151 100.0%
出典：税務大学校［1991」，322-331頁，「4　普通科の教科目及び授業時間数」より
注）「その他の科目」とはすべての授業時間数より「専門科目」と「基礎科目」を
　　また，1968年度以降の「実数（外）」とは，初任者基礎研修での時間数を示す。
　　なお，エクセルの計算機能を用い，小数点第２位を四捨五入しているために，
　が100%とならない場合がある。
作成。
指し引いた数値を用いている。
「専門科目」と「基礎科目」と「その他の科目」のそれぞれの「％」の合計
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＜表＞　税務大学校普通科における授業科目の授業時間数とその構成比（その２）
年度
専　門　科　目 基　礎　科　目 そ の 他 の 科 目 合　　計
実数（外） 実　数 実数小計 ％ 実数（外） 実　数 実数小計 ％ 実数（外） 実　数 実数小計 ％ 実数（外） 実　数 実数小計 ％
1968 188 414 602 34.6% 0 552 552 31.7% 22 564 586 33.7% 210 1530 1740 100.0%
1969 188 414 602 34.7% 0 552 552 31.8% 22 558 580 33.4% 210 1524 1734 100.0%
1970 188 414 602 34.7% 0 573 573 33.0% 22 537 559 32.2% 210 1524 1734 100.0%
1971 142 460 602 34.8% 0 573 573 33.2% 65 488 553 32.0% 207 1521 1728 100.0%
1972 182 459 641 33.9% 60 576 636 33.6% 145 471 616 32.5% 387 1506 1893 100.0%
1973 177 459 636 34.6% 21 576 597 32.5% 138 468 606 33.0% 336 1503 1839 100.0%
1974 191 414 605 33.3% 15 589 604 33.2% 139 470 609 33.5% 345 1473 1818 100.0%
1975 183 449 632 34.9% 36 525 561 31.0% 123 493 616 34.1% 342 1467 1809 100.0%
1976 129 498 627 34.7% 101 476 577 31.9% 112 493 605 33.4% 342 1467 1809 100.0%
1977 138 498 636 35.2% 33 481 514 28.4% 174 485 659 36.4% 345 1464 1809 100.0%
1978 138 501 639 35.3% 33 487 520 28.7% 168 482 650 35.9% 339 1470 1809 100.0%
1979 141 501 642 35.0% 33 493 526 28.7% 171 494 665 36.3% 345 1488 1833 100.0%
1980 140 462 602 29.1% 31 515 546 26.4% 171 747 918 44.4% 342 1724 2066 100.0%
1981 140 462 602 29.1% 31 515 546 26.4% 171 747 918 44.4% 342 1724 2066 100.0%
1982 136 467 603 27.7% 31 515 546 25.0% 181 850 1031 47.3% 348 1832 2180 100.0%
1983 139 482 621 28.4% 31 515 546 25.0% 184 835 1019 46.6% 354 1832 2186 100.0%
1984 147 475 622 28.4% 31 530 561 25.6% 170 835 1005 45.9% 348 1840 2188 100.0%
1985 142 482 624 28.4% 33 541 574 26.2% 176 821 997 45.4% 351 1844 2195 100.0%
1986 160 480 640 29.1% 27 548 575 26.1% 167 819 986 44.8% 354 1847 2201 100.0%
1987 152 480 632 29.3% 36 537 573 26.6% 157 795 952 44.1% 345 1812 2157 100.0%
1988 144 474 618 28.7% 39 540 579 26.8% 165 795 960 44.5% 348 1809 2157 100.0%
1989 147 474 621 28.8% 39 538 577 26.8% 165 794 959 44.5% 351 1806 2157 100.0%
1990 147 466 613 28.5% 39 543 582 27.1% 165 790 955 44.4% 351 1799 2150 100.0%
1991 165 449 614 28.5% 39 543 582 27.1% 138 817 955 44.4% 342 1809 2151 100.0%
出典：税務大学校［1991」，322-331頁，「4　普通科の教科目及び授業時間数」より
注）「その他の科目」とはすべての授業時間数より「専門科目」と「基礎科目」を
　　また，1968年度以降の「実数（外）」とは，初任者基礎研修での時間数を示す。
　　なお，エクセルの計算機能を用い，小数点第２位を四捨五入しているために，
　が100%とならない場合がある。
作成。
指し引いた数値を用いている。
「専門科目」と「基礎科目」と「その他の科目」のそれぞれの「％」の合計
ト共ニ和協，共助ノ精神ヲ養ハシメ』ることにより，優秀な税務官吏を養成
することを目的とした」とされている(42)。生徒は全員，小石川にあった寄宿
舎に入り，「起床後の朝礼，綱領の唱読から夜の自習・点呼に至るまで，規則
正しい団体生活を行うこととなり，生徒主事及び生徒主事補は，実質上の舎
監となって生徒と起居を共にし，親身になってその訓練指導に当たった」(43)。
当時から，人格の向上が目指され，協力・共助といった団結心を養う一方，
朝礼，点呼が行われ，寝起きを共にする指導員がいるといった体制で規律あ
る生活が求められていたといえよう。
　③　太平洋戦争中と戦後
　1941年12月に太平洋戦争が始まって税務職員の不足が一層深刻となり，
1943年度には，税務講習所の生徒の定員がそれまでの200名以内から600名以
内へと一気に拡大された。その一方で職員の増員は見送られたために，1943
年３月には，職員を補佐し生徒の教育に当たりながら，自らは幹部要員とし
ての訓練を受ける，修業期間約１年の「研究科」の制度が新たに設けられ
た(44)。第１期の研究科生は，所属長から推薦された在官３年以上の判任官
で，一般の生徒に先立って３月中旬に入所し，「心身の錬成・統率力の養成な
ど幹部として必要な厳しい訓練を受けた」(45)。そして，第３期の普通科生が
入所してからは，寝起きをともにし，各班の班長として指導を行った。太平
洋戦争の勃発により，普通科の１期生から５期生までは在校中に軍隊に召集
される者もいたが，「『講習所生活のおかげで軍隊生活は楽だった』と述懐す
るほど，寮生活は一挙手一投足すべて軍隊調で厳しかった」とされる(46)。
　1944年に入り戦況が一段と悪化したために，第一線の税務職員の召集が続
出するとともに，本土空襲が激しくなった。養成する職員数を増やすため，
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，27頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，27頁。
　ここでの研究科は，現在存続している研究科とは異なり，次項で述べるように，1945
年度入所の研究科生をもって廃止される。参照，税務大学校［1983］，２頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，27-28頁。
　税務大学校［1983］，16頁。
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また，空襲による危険を避けるために，1944年４月に仙台，名古屋，広島，
熊本の各地に税務講習所の支所が置かれ，東京の税務講習所は千葉市内に疎
開して本所とされた。また，職員不足が一層深刻化したために，第４期生は
修業期間を約９ヶ月に短縮して税務署に配置された(47)。
　さらに，1945年度には，要員確保の必要が一層強くなったことから，大阪
に支所を設け，本所，支所ともに受講期間を３ヶ月，残余を実習期間とする
２部制を採り，実習は都市部の特定税務署で行うとの方針となった。しかし，
さらなる情勢の緊迫化に伴い，修業期間については６ヶ月に短縮し，３ヶ月
交替で受講及び実習を行い，その実習は，生徒の現住所から通勤可能な最寄
りの税務署で行うこととなった。このように，大量の職員を養成すべく，２
期に分けて受講と実習を併用する体制が採られ，1945年に入所した第５期生
の人数は1,577人の多数となった(48)。
　また，1945年には戦局が最終局面を迎え，千葉市内に疎開した本所が庁舎
を消失，仙台支所，名古屋支所も教室や宿舎の一部を消失し，空襲による危
険や食糧事情の悪化で正常な授業ができなくなる一方，広島支所は厳島にあ
り，原爆の直接の被害は逃れたものの，多くの部外及び部内講師を失ったた
めに講習を続行することが困難となった。なお，第５期生の卒業時期は1945
年12月末に予定されていたが，終戦後の税務職員の復員，官吏の大幅な人員
整理が見込まれたことから翌年３月末に延期された。けれども，実習中の生
徒は実習を継続し，受講中の生徒は再び元の税務署で実習することとされた
ために，第５期生が税務講習所で受講したのはわずか３ヶ月にしか過ぎな
かった(49)。
　このように，税務講習所では，その創設当初は税法中心の専門性の高いカ
リキュラムが組まれていたが，太平洋戦争中は修業期間，受講期間が短縮さ
れ，十分な教育が行われなかった。ただ，全寮制による団結心の養成と規律
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，28-29頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，29-30頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，30頁。
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正しい団体生活，年齢の近い先輩職員による生活指導が行われ，こうした教
育訓練は，その後にも一部引き継がれていく。
　1945年８月に終戦を迎えた後，同年10月に「軍国主義的並びに極端なる国
家主義的教育排除」に関する連合国総司令部指令が発せられたことに基づき，
税務講習所の教育内容にも変更があった。教科目では，修身・国体学が，ま
た，訓育面では，朝晩の点呼時の税務講習所「綱領」の唱読，生徒の隊編成，
教職員に対する停止敬礼などが廃止された。さらに，それまで研究科生を班
長とする一般の生徒の編成も，班長に生徒のなかから選出された者が充てら
れるようになり，研究科生の募集は1946年度から中止された。また，研究科
の幹部養成としての役割も，大蔵省高等財務講習所が新設されて再教育の規
模が拡大されることとなったため，翌1947年度以降，研究科は廃止された(50)。
　「当時の税務行政は，戦後におけるインフレ抑制のための税務機構の拡充
や，相次ぐ新税の導入等による事務量の急増から，税務職員の定数は増加の
一途をたどり」，1946年度以降は急遽多数の職員が採用されることとなった。
こうして，「税務第一線においては，若年で経験が浅くしかも十分な教育を受
けていない職員が多数を占めるようになった」。このため，「幅広い教育によっ
て今後における民主化された税務行政にも対処しうる職員を養成することが
必要と考えられた」とされる(51)。
　この一貫として，普通科を擁する税務講習所の修業期間は，従来の１年か
ら，第７期生が入所した1947（昭和22）年度より２年に延長された。また，
教科内容については，「充実して，高い教養と豊かな人間性を備えた人材の養
成を行うこととな」り，第１に「生徒の入学期間は昭和22年４月，卒業期は
昭和24年３月とし，全期間を授業期間とし，従来のような税務署での実習は
行わない」，第２に「増加する授業時間は，主として一般科目及び基礎科目の
充実に充て，新たに倫理学，歴史，英語，金融論，統計学等の科目を加える。
また，専門科目については，従来の科目の授業時間数を大幅に増加する」，第
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，30-32頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，31頁。
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３に「第１学年においては一般科目及び基礎科目，第２学年においては税法
関係の科目に重点を置いて授業する」とされた(52)。
　戦争直後のこうしたカリキュラムの改正は，大量の新人職員を抱えたため
に，従来各職場で行われていた実習機能を中央の研修機関である税務講習所
が引き取り，長期の研修を行おうとしたものと考えられる。そのため，専門
科目の時間数は大幅に拡張されたが，それと同時に，一般教科目や基礎教科
目も重点的に拡充された。民主化の要請に対応するためもあってか，「高い教
養と豊かな人間性」という専門教育とは異なる領域の教育も重視されたと考
えられる。
　ところが，「当時は戦後の経済社会の混乱がなお続き，激しいインフレー
ションの中で導入された申告納税制度やその後の徴税強化による納税思想の
荒廃などにより，税務行政の混乱は深刻の度を加えるに至り，また，国税査
察官制度の創設等もあって，税務第一線においては多数の訓練された職員が
早急に必要となった。このような状況から，長期にわたる教育はこれを短縮
して多数の職員を教育し，職員全体のレベルアップを図ることが急務と考え
られるようになり，連合国総司令部の意向もあって，２年制による教育制度
は，昭和23年11月全面的に転換されることとなり，修業期間を１年とするこ
とを骨子とする」「方針が打ち出された」。これにより，税務講習所の生徒は，
第１に，1949（昭和24）年度から「修業期間を１年に短縮し，教科目を税務
に直接関係のある専門科目に限定する」こととされ，第２に，当時在学中の
研修生は，「繰上げ卒業を行い，早急に第一線に配置するとともに，これに
よって生じる施設の余剰を利用して，経験の浅い多数の職員に対して短期の
再教育を行う」こととなった(53)。
　これを受けてより具体的には，「第２学年に在学する第７期生については，
卒業期を昭和23年12月とし，税務に関する科目の完全履修を目的として，時
間割を再編成する。一般科目の授業は，これに支障のない範囲に止める」こ
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，31-32頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，32頁。
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ととされ，また，「第１学年に在学する第８期生については，第１学年の授業
は，昭和23年12月をもって終了することとして時間割を再編成する。第２学
年は，昭和24年６月を卒業期とし，税務に関する科目を重点的に履修するよ
うに時間割を再編成する」とされた。こうして，1947年入所の第７期生は1948
年12月に，また，1948年入所の第８期生は，実際には，次項で述べる国税庁
税務講習所設立後の1949年８月にそれぞれ卒業した(54)。
　このように，申告納税制度の導入といった大転換のためもあって(55)，税務
行政が混乱し，そのために，第７期生については，第２学年に予定されてい
た専門科目を優先しながらも，その年度の途中に繰り上げ卒業となり，研修
期間が３ヶ月程度短縮された。また，第８期生については第１学年の半ばで
研修の方針が転換され，専門科目が重視されてかなりの授業時間数が確保さ
れたものの，研修期間が１年半未満で卒業することとなった。こうした経緯
により，＜表＞において，年度ごとに専門科目，基礎科目，その他の科目，
合計それぞれについて，授業時間数と全体の時間数に占める割合を見ると，
1947年度には590時間，29.2％，1,310時間，64.9％，120時間，5.9％，合計
2,020時間，100％と前年度に比べて基礎科目と合計で授業時間数が大幅に増
える一方，1948年度には，740時間，42.2％，860時間，49.0％，154時間，
8.8％，合計1,754時間，100％と合計の授業時間数は大幅に減少するが，逆に
専門科目の時間数と割合はともに増加している。
　④　国税庁税務講習所の設立
　それまでの税務職員の教育は，基本的な教育計画等の企画立案を大蔵省主
税局が行っていたが，その執行のうち長期教育は，1991年現在の本科に当た
る教育を大蔵省高等財務講習所，普通科に当たる教育を大蔵省税務講習所が
それぞれ担当する一方，短期教育は主税局及び各財務局が行うなど大蔵省の
各機関に分掌され，一貫した教育を強力に推進するには適切ではないと考え
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，32-33頁。
　参照，税務大学校研究部［1996］，79-98頁。
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られていた。このため，国税庁の発足に伴い，1949年６月には「国税庁税務
講習所」が設置され，税務職員に対する各種の講習を統一的に行うこととなっ
た。こうして，国税庁税務講習所に高等科と普通科が置かれ，それまでの大
蔵省高等財務講習所の教育は高等科に，大蔵省税務講習所の教育は普通科に
それぞれ引き継がれた(56)。
　「普通科の入所資格は，①新制高等学校を卒業もしくは卒業見込みの者，
又はこれと同等以上の学力を有する者で，②年齢が満18歳以上23歳以下の者
とされ，入所試験に合格したものが入所を許された」とされる(57)。
　また，普通科においては，1949年度からは研修期間が１年として計画され
ていたが，「当時における税務署の実情から，研修生を早期に税務第一線に配
置することとなり」，実際には，研修期間が９ヶ月とされた。そして，この研
修期間の短縮は，1951年度まで続けられた(58)。
　1949年度には「研修期間が短縮されたため，１日の授業時間を従来より１
時間延長して７時間とする措置がとられ，また，教科目は税法関係の科目を
中心として，これと関係の深い法律，経済等の基礎科目を講義し，併せて課
外講話による一般教養に関する講義が行われた」(59)。＜表＞で，1949年度に
ついてその他の科目の占める割合が6.4％と１桁に留まり，専門科目の占める
割合が，前年度に比べて6.5ポイント増の48.7％と比較的高くなっているのも
このためと思われる。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，38頁。税務大学校［1983］，２頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，43頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，43-44頁。なお，当時の税務署の様子
については，「インフレーションの阻止と税収確保の絶対的要請の重圧の下に，徴税目標
制度等によって，課税及び徴税が強行されざるを得なかった。（昭和）22年の申告納税制
度の導入により，賦課課税時代には一種の安全弁となっていた所得調査委員会等が廃止
されたため，結果としては，戦後の税務行政は，戦前戦時中に比べてむしろはるかに混
乱し，政府と納税者が互いに背きあう方向に進んだ。そして，（昭和）25年春における
（昭和）24年度分申告所得税の更正決定を機として，納税者大衆の不満の累積は一部の
扇動者の乗ずるところとなり，全国における税務官署に対する大衆のデモや傷害事件の
頻発となって現れた」（括弧は引用者。）とされる（税務大学校研究部［1996］，107-108
頁）。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，43頁。
岡　法（64―３・４)
65
594
???
　ただし，１日の授業時間の延長に，研修生の過度の負担がかかるといった
理由から，1950年度からは，「１日の授業時間を６時間に戻すとともに，教科
目の整理統合により研修生の負担の軽減を図り」，また「講義を補足してその
理解を深める方法として，ゼミナールを一部導入」する措置がとられた(60)。
この負担軽減のためか，＜表＞ では，1950年度の授業時間数の合計が1,008
時間と，1949年度の1,191時間に比べて２割弱減少している。
　シャウプ勧告以降，1950年を境に税務行政が「徐々に安定化の方向に向かっ
た」ため，９ヶ月に短縮されていた研修期間が，1952年度からは本来の１年
に戻されることとなった(61)。＜表＞の1952年度で授業時間数の合計が1951年
度の1,006時間から1,348時間に大幅に増えているのはこのためと思われる。
　これを機に，教科内容も見直され，「①従来の網羅的で過密な教科目を是正
することとし，３ヶ月の研修期間の延長にもかかわらず，教科目の追加は財
政法，会計法のみにとどめ，もっぱら従来の教科目の授業時間を増加するこ
と，②ゼミナールは正規の科目から除くが，授業方式としてのゼミナールを
税法全科目に及ぼし，そのための時間数を増加すること，及び，③教養講座
は，正規の教科目を補い広く教養を与える趣旨から，法律，経済，社会，教
養等について適当なものを選んで実施することなどの方針がとられた」。(62)
すなわち，①の項目からは，一般科目である財政法・会計法の他は教科目の
種類を増やさず，従来の各教科目の時間数を増やす傾向が読み取れる。また，
②の項目からは，専門科目である税法科目についても，教科目の数は増やさ
ずに，それぞれの教科目のなかで演習の時間数を増やしていくと解釈できる。
さらに，③の項目については，教科目ごとの授業時間の詳細を見ると，特に
「教養講話」と「部内講話」という一般科目の合計の授業時間数が，1951年
度の50時間から1952年度には120時間の大幅増となっており，＜表＞のその他
の科目の増加につながっている(63)。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，43-44頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，44頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，45頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，324頁，326頁。
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　また，「従来の入所試験は，大蔵省（国税庁）税務講習所が独自に行ってい
たが」（括弧は原文。），1952年度からは「人事院による４級職国家公務員採用
試験（税務職）によることとな」（括弧は原文。）り，「この試験の合格者から
採用された者及び現職税務補助職員の中から，入所者が選考されることと
なった」。さらに，1956年度からは，現職税務補助職員から普通科への入所は
廃止され，新規採用の男子職員（４級職国家公務員採用試験合格者）が全員
普通科に入所することとなった(64)。
　これと時を同じくして，普通科の研修に関する基準が統一されていく。「こ
れまで各支所に委ねられていた普通科教育上の諸事項について，全面的な見
直しが進められ，各支所間の歩調を統一すると共に，合理的かつ能率的な運
営を図るため，諸規程や実施要領が次々に制定され，研修体制が逐次整備さ
れることとなった」。1957年度には，普通科の研修生の学習と寄宿生活の基準
となる「普通科学習規則準則及び寄宿舎規則準則」が各支所に示され，これ
をもとに各支所では，普通科のための試験及び評定の実施要領や厚生活動に
関する指導要領が制定された。また，続く1958年度には，自習指導時間の運
営要領，1959年度には教養講話及び部内講話実施要領，実地研修実施要領，
夏季研修及び冬期研修運営要領がそれぞれ制定された。さらに1960年度には，
「授業内容要目」によって，研修生の学習レベル，職務の要請，授業時間数
等から見て何をどのように教えるかについて科目の種類ごとに指針を示し，
また，「予備時間の運営要領」及び「班別指導実施要領」も定められた(65)。
　これをもって，普通科では，職員の再教育は行わずに新卒採用者のみを研
修し，教育内容と教育形態の両面で全国の支所で統一した教育を行うという
体制が確立することになったものと思われる。
　この時期，カリキュラムとしては，専門科目である税法科目が，職場での
実務と結びつけるかたちで充実・改善された。具体的には，1956年度には，
税法科目の講本全部を全面的に改定して，関係法規及び通達を踏まえて実務
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，45頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，45-46頁。
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に結びつく内容とする変更が加えられ，翌1957年度からは，税法科目の授業
方式について講義と演習が組み合わせられるようになり，演習では，「税務署
で実際に使用している諸帳簿様式などを教材として使用し，実務処理に親し
む機会を設けることとされた」。また，この演習は，1958年度は税法科目の授
業時間数の約20％とされていたものが，1959年度は約25％，さらに，1963年
度は約30％にまで引き上げられていった(66)。
　また，1962年度には，研修生が卒業後に職場の即戦力となることを目指す
努力もされている。「普通科研修生に対して税務職員としての職場倫理を体得
させ，併せて各人の人間形成に資するとともに，税務の職場において差し当
たり必要とされる実技を習得させることにより，職場の要請する有能な税務
職員を養成することを目的として，『実践指導時間』が設けられた。『実践指
導時間』では，倫理学及び職場倫理が講義されるとともに，研修生活や職場
における身近な問題の事例などを班別方式により指導するとともに，文書実
務や事務用機器の使い方などを習得することとされた」という(67)。これは，
一般科目として授業時間が95時間の「職業道徳」が，また，実技科目として
37時間の「職業実技」が，それぞれ教科目として開始されたことと対応して
いると考えられ(68)，＜表＞では，その他の科目の増加として表れている。
　このように，国税庁税務講習所の時代は，普通科における入所者の資格が
採用試験を受けた新規採用者に限定される一方，各支所に委ねられていた研
修内容と研修形態に基準が設けられ，研修機関としての統一的な教育体制が
整ったと考えられる。また，カリキュラムについていえば，1952年度以降に，
税制改正の混乱が収束して授業時間数が大幅に増加したが，その分は，教科
目の数を増やすことにはほとんど結びつかず，特に専門科目は，税法科目の
演習を充実させるために使われた。さらに1950年代後半には，税法科目のカ
リキュラムが実務教育と結びつけられ，演習を増やして行くようになった。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，46頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，46-47頁。
　参照，税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，326-327頁。
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加えて1960年代に入ると，職業道徳や職業実技といった教科目が立てられ，
一般科目でも職場の必要に応じた実務教育が行われるようになった。依然と
して専門科目を中心とした研修が行われていたが，専門科目のみならず一般
科目のなかでも，徐々に職場における実務を重視する姿勢を強めていった。
　⑤　税務大学校の設立
　1964年６月に国税庁税務講習所は税務大学校に改組された。税大教育50年
のあゆみ編集委員会（編）［1991］の記述は必ずしも腑に落ちるものではない
が，改組の理由としては，税務職員の努力に報い，職員を安定させ，優遇す
る施策の「一貫として研修制度の充実が検討されたため」とされる。また，
経済成長に伴う経済活動の高度化によって税務行政が複雑化したため，職員
の能力・知識の充実が必要とされる一方，職員の調査・検査の権限が大きく，
その行動が国民に注目されることから，常識の涵養，品性の陶冶といった訓
育の徹底をも図るため，改組が検討されていたと述べられている(69)。
　税務講習所を税務大学校に改めたことにより，税務講習所の本所が本校と
なり，全国11カ所の地方の支所を地方研修所とする機構改革がなされた。ま
た，本校における管理指導部門と研修実施部門が明確に分離されるとともに，
従来の高等科を本科に改組し，新たに「研究科」を置く等の研修体系の変更
を行った。さらに，本校では，「主任教授」と「教授」が設置される一方(70)，
「普通科の置かれている地方研修所においては主任教育官を置いて教育面を
総括させて教育に専念させることとしたほか，教育官補を置いて教育官を補
佐して，研修の寮生活面の指導を行わせる」といった職位の新設がなされ
た(71)。税務講習所から大学校への改組により，行政機関として部局の位置づ
けが高まる一方，職位の新設を通じて名実両面で職員の処遇改善に資すると
ころがあったのではないかと推察される(72)。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，55頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，396頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，56頁。
　参照，税務大学校［1983］，26頁。
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　他方，1965年の国税庁訓令特第６号「税務大学校研修要綱」の第１条では，
「研修の基本方針の一つとして」「税務大学校における研修は」，税務職員の
「職務の遂行に必要な知識・技能及びその応用能力を授けるとともに，公務
員としての人格識見を高めることにより，税務行政の質的向上に資すること
を目的とする」と定められたとされる(73)。特に，税務大学校の研修目的で
は，「人格識見を高める」という，専門教育とは異なる点が取り上げられてい
るといえる。
　これは，税務大学校における普通科の研修目的にも反映されている。税大
教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］には，「普通科の目的は，国家公
務員Ⅲ種（税務）採用者（旧国家公務員初級（税務）採用者）に対し，社会
人としての良識及び公務員としての自覚を身につけさせるとともに職務の遂
行に必要な基礎的事項を習得させることにある」（括弧は原文。）とされてい
る(74)。ここでも，「社会人としての良識」や「職務の遂行に必要な基礎的事
項」という，専門教育というよりもその前提となる人格形成や基礎的な教育
を行うことが強調されている。
　ただし，税務大学校への改組後も「普通科の教育は従来の方針を踏襲し，
税法科目とこれに関する簿記，珠算等の技術的科目を中軸とし，その理解の
基礎となる法律，経済，財政等の基礎科目を配し，かつ，初級職員として職
場に配置されてから差し当たり必要とされる知識や技能などの習得について
も配慮した」とされ(75)，税法科目とその関連科目といった専門科目，その科
目の理解を支える基礎科目，卒業後に職場で必要とされる知識・技術の３分
野のバランスが重視されたと考えられる。＜表＞を見ても，改組前の1962年
度から改組後の1964年度までは，授業科目の構成が安定しており，専門科目
が41％台，基礎科目が26％台，その他の科目が32%前後とどの項目もほぼ横
ばいとなっている。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，56頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，59頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，59頁。
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　また，「特に，①税法科目については，実務処理能力の錬成，技能の習得に
も配慮して，各教科目時間数の30％程度を演習時間とすること，②豊かな情
操を育てるため，自習指導時間の厚生活動を組織的かつ計画的に指導するこ
と，③訓育面については，寮生活を通じて生活指導の充実を図るため，教育
官の補佐として，研修生の寮生活面の指導を行う教育官補制度を新設するこ
ととした」とされる(76)。①の項目を文字どおり解釈すれば，先に述べたよう
に税務講習所で1963年度までに段階的に引き上げられてきた税法科目におけ
る演習を，各教科目の時間数で30％という高い割合で定着させることを意味
し，実務処理能力の錬成や技能習得という，単なる専門知識とは異なる側面
が重視されたといえる。また，③の教育官補の新設についてはすでに触れた
が，②，③の項目については，研修生の人格面，生活面の指導を強化しよう
としていると考えられる。
　1967年度には，「普通科のカリキュラムに関して，部外講師，卒業生からア
ンケートの実施や一般有識者から意見を聴取するなど，カリキュラムについ
て全面的な検討を行った。その結果，昭和43（1968）年度から，①『法学入
門』，『民法』，『商法』，『行政法』，『経済学』に演習時間を設けて，チューター
による指導を行うこと，②幅広い素養の涵養に資するため『心理学』や『話
し方』の時間などを新設すること，③専門科目のうち各税法の体系的理解を
させるため，基本的事項を教えるにとどめることなど，教科目の再編成を行
い教科目全般について理解の向上を図るとともに，翌44（1969）年度から，
普通科に引き続いて1.5か月間の初任者基礎研修を実施した」（括弧は引用
者。）とされる(77)。①の項目については，演習の時間を，すでに導入されて
いる専門科目の税法科目に留まらず，一般の法律科目や経済科目といった基
礎科目にも広げることを示していると思われる。また，この記述では，後で
詳しく述べるように，1968年度入学の普通科研修生について，普通科に引き
続いて1.5ヶ月の初任者基礎研修を行い，実質的に研修期間を延長することに
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，59頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，60頁。
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も言及されている。このため，＜表＞でも見られるように，1968年度入学の
研修生が受ける授業時間数が，初任者基礎研修の導入により210時間増加し，
合計では，導入前の1,509時間から231時間と大幅に増えて1,740時間となって
いる。ただし，①，③の項目からは，授業時間数を増やしても，税法科目と
いった専門科目や，その理解の前提となる法律学，経済学といった一般科目
で内容を増やさずに理解の向上を目指す姿勢が窺える。これは，前項で述べ
たように，国税庁税務講習所が設立されたとき，授業時間数が増えても教科
目の数はほとんど増やさない傾向と軌を一にしている。また，②の項目も，
新設された教科目は一般科目であって専門科目ではなく，職場で必要とされ
る対人技術を高めるといった実務を重視した傾向と解釈することができる。
　他方，1967年度には，隣接する研修所の研修生同士の友好と親善を目的に，
大阪，名古屋の両研修所による「合同競技大会」を開催した。そして，翌1968
年度からは，東京と関東信越，1973年度からは広島と熊本，1980年度からは
札幌と仙台の両研修所間でもそれぞれ実施されることとなった(78)。
　1970年度は，「国税庁の電子計算組織の拡大，発展に伴い，従来，職場実技
の一部として実施してきた電子計算関係の授業を独立科目『電子計算組織概
論』として，その授業内容を一層充実した」とされる。同科目は，基礎科目
に分類されているが，さらに，1985年度には，職場や企業の OA 化に対応す
るため，珠算科目の時間数を削減することと併せてその時間数を増した。加
えて1988年度には，企業の OA 化に対応するためとして時間数を一層増加さ
せるとともに，パソコンを新たに設置して機器の充実も図られ，翌1989年度
には，さらに機器の増設が行われた(79)。電算化，OA 化という社会の変化に
合わせた対応といえよう。なお，翌1990年度には「職場における電卓・パソ
コンの使用が一般化していることから，電卓による計算実技習得のための『計
算実習』」が新たに設けられた(80)。この教科目は専門科目として４時間の新
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，60頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，60-61頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，61頁。
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設となっているが，これに伴い，＜表＞ではその他の科目に分類されている
「実技科目」の一つ「珠算」の12時間が廃止されている(81)。
　1973年度には，「初任者基礎研修の研修期間を３か月に延長したことによ
り，普通科のカリキュラムについての改善を加え，全体として各教科目の授
業時間数を増加し，その充実と理解の徹底を図った」とされる(82)。このため
＜表＞においても，前年度と比べて，1972年度の普通科における研修が15時
間減少したものの，初任者基礎研修が180時間の大幅増加となり，全体の授業
時間数は165時間増の1,893時間となっている。
　また，同じ1973年度には，「研修生の理解度の向上と教育効果を上げるた
め，『研究時間』を設けて予習，復習，演習準備などに充てさせた」とされて
いる。ただ，教科目の授業時間数の詳細を見ると，研修生が初年度に受ける
普通科における研修で，専門科目の授業時間として「研究時間」の項目が新
たに75時間設けられているが，各税法科目と簿記・会計学の関連科目を合わ
せてちょうど75時間減らされており，講義の時間が減らされ，その分が研究
時間に充てられたと考えられる。また，同じ1973年度入学の研修生が受ける
初任者基礎研修の授業時間数でも，専門科目として「研究時間」の項目が15
時間設けられる一方，専門科目の授業時間数は，各税法科目のうち相続税法
の時間数は増加したものの，税法のその他の教科目がすべて減少したために
20時間の減少となり，差し引き５時間減となっている(83)。
　1974年度以降においては，「教育効果を一層上げるため，各教科目の授業時
間数について見直しを行う一方，普通科と初任者基礎研修との教科目につい
て検討を行い，若干の入替えを行った」とされ(84)，＜表＞に見られるよう
に，1974年度から1979年度まで，普通科における研修と初任者基礎研修の授
業時間の合計は，1,800時間台前半とほぼ横ばいを続け，専門科目は33％程度
から35％程度のほぼ横ばい，基礎科目は，33％程度から28％台への減少，そ
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，328-331頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，60頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，60頁，328頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，60頁。
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の他の科目は33％台から36％程度への微増という，基礎科目からその他の科
目へ若干比重が移った程度に留まっている。
　1980年度には，「社会の高学歴化等に対応できる基礎知識の充実を図るた
め，『民法』，『商法』，『経済学』，『簿記会計学』等の科目の授業時間数を大幅
に増加させた（税法科目の時間数を削減）」（括弧は原文。）とされる(85)。普
通科における研修の専門科目は，前年度と比べて全体として501時間から462
時間と39時間の減少となっているが，各教科目の増減の詳細を見ると，専門
科目に含まれる簿記・会計学・工業簿記が合計で23時間増えているので，同
じ専門科目に含まれる税法科目全体は62時間も減少したことになる(86)。ただ
し，同時に「『研究時間』は，各教科目の授業時間数に繰り入れることとし，
独立しての表示はしないこととした」とされるため(87)，簿記・会計学・工業
簿記の23時間増のなかに研究時間の増加分が含まれているとも考えられる。
また，「研究時間」の繰り入れのため，税法の各教科目のそれまでの授業時間
数がどの程度減ったか定かではないが，いずれにせよ，税法科目全体の授業
時間数が実質的に数十時間の規模で減少したことは確かである。
　また，同じ1980年度には，「税務職員としての自覚を高め，意欲的な研修態
度を身に付けさせるために，『班別指導』の時間を増加し徳育教育の充実を
図った」とある。各教科目の授業時間数の詳細を見ると，前年度まであった
「班別討議」という教科目の普通科における研修で72時間，初任者基礎研修
で15時間の合計87時間が廃止されたが，それに代わって「班別指導」が普通
科における研修で130時間，初任者基礎研修で20時間の合計150時間新設と
なっており，このことが，普通科の研修における「体育・文化活動」が72時
間から255時間へ183時間増加しているのと並んで（ただし，初任者基礎研修
では21時間から15時間への６時間減少。），＜表＞で普通科の研修におけるそ
の他の科目が前年度494時間から747時間へ253時間も大幅増となる主因と
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，60頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，328-329頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，61頁，328-329頁。
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なっている(88)。これによって，＜表＞で授業科目全体に占める専門科目が
35.0％から29.1％への大幅減となり，基礎科目が28.7％から26.4％への微減
となる一方，その他の科目が36.3％から44.4％への大幅増となる。そしてそ
の後は，この３つの科目群それぞれで１ポイントから３ポイント程度の増減
はあるものの，この傾向が1991年度まで基本的に続くこととなった。
　なお，1980年度以降，それ以外の授業時間数に関する目を引く変化を取り
上げれば，先に言及したように，1985年度，1988年度の２度にわたり基礎科
目である「電子計算組織概論」の授業時間数が増加した他，1984年度に「流
通機構や商業活動についての基礎的知識の習得と，商法，税法，簿記会計等
の理解を深めるため」，基礎科目として「商業経済」が15時間新設され，ま
た，1986年度には，同じく基礎科目として「企業の国際化に対応するめ，海
外取引実務を含む『商業英語』の科目」が27時間新たに設けられた(89)。こう
した授業時間数の増加は，国際化を含めた社会環境の変化に対応した措置と
解釈できよう。
　以上のように，税務大学校に改組されたのは，部局の位置づけを高め，税
務職員の処遇を改善するためと思われるが，改組直後のカリキュラムは，専
門科目，基礎科目，その他の科目のバランスを取るかたちで，国税庁税務講
習所のあり方をほぼそのまま踏襲した。しかし，その後は，専門教育よりも
その前提となる人格形成や基礎的な教育を行うことに重点が置かれていっ
た。特に1968年度入学生からは初任者基礎研修が導入され，大幅に授業時間
数が増加したが，その際にも，専門教育の中心となる専門科目やその理解の
前提となる基礎科目は，授業時間数がある程度増えても，教科目の数を増や
すといった内容を増やす措置はとられず，理解度の向上に力点が置かれた。
さらに，専門科目である税法科目は全体として，1973年度に「研究時間」の
項目が設けられたり，1980年度に基礎科目や専門科目である簿記・会計学等
が充実されたりしたときには，授業時間数が実質的に削減されることとなっ
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，60頁，330-331頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，60頁，328-329頁。
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た。また，基礎科目は，電算化，OA 化への対応を進めるなど社会環境の変
化に対応して教科目が改変されていったが，その他の科目は，さまざまな一
般科目や行事が導入され，授業時間数を増やす傾向にあった。職場での対人
技術の向上が目指されたり，新たに「合同競技大会」が開催されたり，徳育
の充実を狙った「班別指導」が導入されたりと職場における対応力の強化と
人格面での向上が図られたと思われる。
３. 研修の特徴
⑴　研修生に求められる知識・能力
　税務大学校普通科に入学する者が採用試験によって求められるのは，税務
に関する専門的な知識や技術を得るために前提となる法律や簿記・会計学の
知識ではない。まして，税務の専門知識・技術そのものでもない。
　1990年度の国家公務員採用Ⅲ種試験における税務職の学科試験の科目は，
当時の公務員全般の採用情報をまとめた書物によれば，第一次試験として①
教養試験（択一式・１時間40分），②適性試験（択一式・15分），③作文試験
（45分）であり，同じ採用Ⅲ種試験とはいっても技術系職員とは違い，高等
学校の教育で通常習得される程度の知識・学力が試されているものと思われ
る。第二次試験は，人物試験（個別面接または集団面接）②身体検査（税務
のみ）が課されているが，これも，法律や簿記・会計学の知識そのものが問
われたり，ましてや税務の専門知識・技術が試されたりしている可能性は低
い(90)。専門的な知識・能力は求められず，より一般的な学力が求められてい
るといえよう。
　こうした採用方式は，上述の２. ⑵②で見たように，大蔵省税務講習所の
入所試験で公民科，国文，作文という，税務と必ずしも直接関連しないと思
われる受験科目が課されたことと共通し，その時代から現在までその傾向は
　参照，資格試験研究会（編）［1991］，175-176頁。
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変わらないと思われる(91)。
　このように採用時に，これから就く職務に関わる専門性を求めることが少
ない傾向は，大学卒業程度で一定の専門教育を受けてきたはずの国税専門官
に関しても同様にある。
　東京大学を卒業し，大学卒業程度が受験資格である国税専門官試験に合格
して2003年に東京国税局に入局し，「社会正義を貫く，という使命感をもって
の入局であったが，『公平』という税の理念とは矛盾した数多くの不公平を目
に」したとして2007年に退官した松嶋洋は，税務大学校における研修を回想
して，「この研修においては，簿記や，各税目の基礎知識につき，税務大学校
の教授と呼ばれる職員を中心に研修が行われていますが，正直に申し上げて，
大変レベルが低いです。といいますのも，国税専門官の採用試験には税法は
出題されませんので，新人職員は税法をほとんど知りませんから，彼らに基
礎知識を教えるため自ずと簡単な内容の講義にせざるを得ない，という事情
があるからです。これは仕方がないとして（略）」と，研修内容の水準が低い
理由の一つに，採用試験に税法という専門知識が求められていないことを指
摘している(92)。
　国税専門官試験は，松嶋の入庁した2003年度の試験だけでなく，1990年度
当時も，簿記・会計学は出題分野となっているものの，専門試験というより
　2014年に実施予定とされていた税務職員（旧国家Ⅲ種）の現行採用試験の内容は，第
１次試験の試験種目は，第１に，「基礎能力試験（多肢選択式）」で「公務員として必要
な基礎的な能力（知能及び知識）についての筆記試験（出題数合計40題）」とされ，「知
能分野20題 文章理解⑦，課題処理⑦，数的処理④，資料解釈②」，知識分野20題 「自然科
学⑤，人文科学⑨，社会科学⑥」となっている。第２に「適性試験（多肢選択式）」で
「速く正確に事務処理を行う能力についての筆記試験（出題数120題）」であり，「置換・
照合・計算・分類などの比較的簡単な問題を限られた時間内に番号順にできるだけ多く
解答するスピード検査」が課される。第３に，「作文試験」で「文章による表現力，課題
に対する理解力などについての筆記試験」がなされる。第２次試験の試験種目は，第１
に「人物試験」で「人柄・対人的能力などについての個別面接」で「第２次試験の際，
人物試験の参考とするため，性格検査を行います」とされている。第２に「身体検査」
で「主として胸部疾患（胸部エックス線撮影を含む），尿，その他一般内科系検査」が行
われる（引用部分のいずれの括弧も原文。参照，国税庁ホームページ（https://www.
nta.go.jp/soshiki/saiyo/saiyo03/shiken/02.htm，2014年11月20日取得）。
　松嶋［2012］，奥付，68頁。参照，松嶋［2012］，3-8頁。
岡　法（64―３・４)
77
???
582
は一般的な法律学，経済学等に関連する知識を見るだけで，税法といった専
門性の高い科目は課されていない(93)。すなわち，採用試験では，職務に必要
な専門性の高い学問をすでに大学で修めたかを試すのではなく，これからそ
うした学問を学んでいく素地があるかを確認するのみで，職務に必要な知識
や技術は，採用後に必要に応じて身につけさせる方式が採用されているもの
と考えられる。税務大学校では，就職後に必要な知識や技術を習得していく
だけの能力と学習習慣を備えている人材を求めているともいえる(94)
⑵　専門教育の少ない研修内容
　このように，大学卒業程度の国税専門官試験による採用者が税務大学校で
　資格試験研究会（編）［1991］，178-179頁。第１次試験では，①教養試験（択一式・３
時間）のほか，②専門試験（択一式・２時間30分），③専門試験（記述式・２時間30分）
が課されるが，専門試験の出題分野は，②の択一式が憲法，行政法，民法，商法，経済
学，財政学，経営学，会計学（簿記を含む），政治学，社会学，社会事情で，③の記述式
が憲法，経済学，会計学，社会学のうち２科目選択となっている。なお，第２次試験は，
旧採用Ⅲ種試験と同様に，①人物試験（個別面接）と②身体検査のみである。ただし，
第１次試験の際，人物試験の参考とするため，性格検査が行われる。
　　また，2014年に実施予定とされていた試験科目においては，第１次試験で民法が択一
式の必須科目となり，さらに記述式の選択科目となって重視されるなどの一部変更があ
るが，基本的に税法は課されていない。学科試験は第１次試験で行われるがその試験種
目は，第１に「基礎能力試験（多肢選択式）」で，「公務員として必要な基礎的な能力（知
識及び知能）についての筆記試験」であり，「出題数は40題」のうち，「知能分野　27題」
は「文章理解11，判断推理８，数的推理５，資料解釈３」で，「知識分野　13題」は「自
然，人文，社会13（時事を含む。）」である。第２に「専門試験（多肢選択式）」で，「出
題数は70題」のうち，「＜必須＞」が「次の２科目（16題）」「民法・商法，会計学（簿記
を含む。）」とされ，「＜選択＞」が「次の９科目54題（各６題）から４科目24題選択」「憲
法・行政法，経済学，財政学，経営学，政治学・社会学・社会事情，英語，商業英語，
情報数学，情報工学」となっている。第３に「専門試験（記述式）」で，「次の５科目（各
１題）のうち１科目選択」とされ「 憲法，民法，経済学，会計学，社会学 」となってい
る。第２次試験の「試験種目」は，人物試験と身体検査のみである（引用部分のいずれ
の括弧も原文。参照，国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp/soshiki/saiyo/
saiyo02/shiken/test_02.htm)，2014年５月５日取得）。
　参照，高橋［2011］，18-23頁。国家公務員採用Ⅰ種試験の出題委員を務めたことのあ
る高橋洋一は，人事院から「頭のいい人物を採るのではない。きちんと大学で勉強した
人物だけを採る」，「変な話ですが，採用試験は勉強をしたか，しないかをチェックする
だけです。勉強する能力のある受験生だったら誰でもいいんです」といわれたという。
本稿で取り上げた採用Ⅲ種試験と試験の種類は異なるが，日本の公務員試験では全般に，
公務員を目指して地道に勉強した経験があり，これからも新たなことを勉強する能力あ
る者を求めている側面があるといえよう。
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専門官基礎研修を受けたり，その後に専科の研修を受けたりする際には，税
法といった特定分野の専門性は持たないとはいえ，研修生に一定の法律・経
済に関する知識を期待できるが，高等学校卒業程度の普通科における研修生
の多くは，法律や簿記・会計学に関して初学者であろう。
　ところで，1991年度現在のカリキュラムでは，＜表＞に見られるように，
全授業科目の授業時間数に占める，各税法科目，簿記・会計学といった専門
科目の時間数の割合が28.5％と，一般的な法律学，経済学からなる基礎科目
27.1％とともに３割を切っている。これに対して，社会思想史，話し方，接
遇，教養講話，部内講話といった一般科目と，作文・文書実務といった実技
科目，体育・文化活動，行事・その他からなるその他の科目の割合は44.4％
で４割以上と極端に多くなっている。また，専門科目の種類も，初任者基礎
研修でのみ学ぶ教科目も含めて，税法入門，国税通則法，所得税法，相続税
法，法人税法，消費税法，間接税法，国税徴収法，簿記，会計学，工業簿記，
計算実習の12科目に留まっている(95)。専門教育を行う授業科目の時間数が相
対的に少なく，かつ，専門科目の細目も基本的な科目に留まっていることか
ら，税務大学校の普通科生が受ける研修では，専門分野を中心としたカリキュ
ラムが組まれていないといえる。一見したところ，同校は，専門教育をさほ
ど行っていない専門教育機関に見える。
　しかし，そもそも税務大学校の創設期には，独立した教育機関において，
税務を専門的に研修しようという意図は強かったと想像される。教科目と授
業時間数の長期的な変遷を見ると，税務大学校は，普通科の始まりとされる
大蔵省税務講習所の発足した時期と戦後に教育を本格的に再開しようとした
時期の２度にわたって，専門教育を職場から切り離し，統一的な専門教育機
関として教育を行おうとしたことが窺える。
　上述の２. ⑵②で見たように，大蔵省税務講習所の創設期は，専門科目に
重点的に授業時間数が割り当てられていた。＜表＞からもわかるように，1941
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，328-331頁。
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年度のカリキュラムでは，全体の授業時間数が924時間と1991年度の半分以下
に過ぎないが，その限られた授業時間のなかで，専門科目は78.4％と８割近
くを占め，基礎科目は16.2％と２割を切り，その他の科目は，5.4％と１桁半
ばに留まっている。専門科目の授業時間数も724時間と，1991年度の初任者基
礎研修を含んだ時間数614時間を上回っている。また，専門科目の教科目の数
は30種類と多岐にわたり，そのなかで特に税法の教科目は(96)，25科目に上る(97)。
　こうした専門科目の充実を目指した動きは，上述の２. ⑵③で見たように，
戦後においては1947年度と1948年度にも見られる。この時期には，従来から
行われていた税務署での実習を廃止して２年制に移行し，第２学年で税法関
係の科目に重点を置いて授業をすることが企図されていた。
　しかしながら，こうした大蔵省税務講習所創設初期と戦後のどちらの試み
も，前者は戦況の悪化，後者は税務行政の混乱を受けて，税務署の人手不足
を解消するという目の前の必要に迫られ，予定されていた研修期間を短縮し，
研修生を職場に送り出さなくてはならなかったと思われる。
　＜表＞に見られるように，大蔵省税務講習所が創設された1941年度及び
1942年度と戦後の1948年度の２度の時期を除いて，専門科目の授業時間数は
700時間を超えることはなかった。また，国税庁税務講習所時代に，専門科目
である税法科目で講義と演習が組み合わせられ，機会あるごとに演習が強化
されたのは「実務処理に親しむ機会を設ける」ためであり，結果として，教
えられるべき知識量自体は増加させなかったものと思われる。すなわち，専
門教育機関である税務大学校は，税務行政の個別分野で必要とされる詳細な
知識を教育することを目指さなくなり，代わって，徐々に職場における実務
を重視する傾向を強めていったといえよう。
　その後は，上述の２. ⑵⑤で述べたように，1968年度普通科に入る研修生
から初任者基礎研修が導入されるといった大幅なカリキュラムの変更が行わ
　税法の種類が税目の数と一致するとは限らないが，租税及び印紙収入の税目は，1941
年度に徴収されたものは34あったが，1991年度には32と，その数は微減に留まっている。
参照，税務大学校研究部［1996］，259頁，270-271頁。
　税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］，322頁。
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れた。1966年10月から1968年６月まで税務大学校長を務めた石橋大輔によれ
ば，このときの改定では，①研修期間の延長，②基礎・一般科目の充実，③
チューター制の採用，④主要税法への重点化などが主要な改善点とされてい
る。①については，従来からの普通科の１年間の他に，いったん普通科を卒
業して税務署に配置されてから，２ヶ月が経過した時点で再び全研修生につ
いて1.5ヶ月の研修が組まれた。その際に，「当初の一年間においては，基礎
科目，一般科目に重点をおき，あとの一・五カ月においては全て税法科目の
講義を行なうこととした。これは税法等の専門科目は，ある程度職場の空気
に触れた後に実施した方がより効果的であるということによる」として，効
率的に学習させるために，研修期間全体の早い内に基礎科目と一般科目を，
それを終えて後になってから専門科目を学ぶことを目指したとされている。
また，この時期にすでにさらなる研修期間の延長が構想されていて，「将来研
修期間をできれば二年程度に延長することが必要である」とされている。さ
らに，④主要税法への重点化では，職場への配置後に，「配置された事務系統
に関係なく，全員に所得税法，法人税法，間接税法，国税徴収法の四税法を
教えることとし」，「このように主要税法への重点化をはかったのは，基本的
な税法を理解すれば，その基礎のうえにたって，その他の税法を理解するこ
とは容易であるとの考えに基づくものである」と述べられている(98)。要する
に，これまでの１年間の研修期間では十分な教育を施すことができないので，
研修期間を延長し，従来からの普通科の１年間では，基礎科目や一般科目と
いった基本となる税法以外の科目の時間数を増やし，チューター制を導入し
てよりきめ細かな教育を行って理解度を深めるとともに，税法科目について
は，次年度に延長された期間に主要科目に絞って教育することを目指すとさ
れている。
　石橋［1968］，396-400頁。ただし，初任者基礎研修については，石橋が普通科におけ
る研修の後にいったん２ヶ月職場を経験してから再度研修を受けるとしているのに対し
て，先に述べたように，税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）［1991］の記述では，普
通科に引き続いて実施したとされている。参照，税大教育50年のあゆみ編集委員会（編）
［1991］，60頁，287頁。
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　こうしたカリキュラムの大幅変更に至った「背景にある理由」について，
石橋は３点挙げている。「まず，普通科卒業生に対して，基礎・専門両科目の
理解度を調査してきた結果，一部においては授業内容の理解が不十分なまま
卒業する者が見うけられたが，この傾向は行政法，商法，経済原論，統計学
などの基礎科目に著
（マ マ）
るしく，教科内容の過密化，一方交通的な講義方式等が
大きな原因と認められた」（ルビは引用者。）とし，授業内容の理解が十分で
ないこと，それが特に基礎科目で見られることが挙げられている。また，上
述の２. ⑵⑤でも一部触れたが，「つぎに普通科担当の部外講師，各界有識
者，大蔵省の先輩などに対して，普通科のカリキュラムに対するアンケート
調査を行なった結果，税務職員の教育は広い視野と豊かな常識を与える面に
重点をおくべきであり，そのためには基礎科目，一般科目を一層充実するこ
とが必要であるとの指摘があり，またそのためにも研修期間を相当期間延長
することが好ましいとの意見も多かった」とし，関係者からのアンケートの
結果，専門科目より他の科目を教育する必要性が見出されたとしている。「さ
らに，進学率の上昇による社会情勢の変化からみて，将来において優秀な普
通科生の確保が次第に困難になっていくことも予想される」として，普通科
研修生の人材確保が難しいことが理由に挙げられている(99)。すなわち，普通
科の研修生が，税務大学校のこれまでのカリキュラムが消化し切れておらず，
また，職場の要請としては専門的な税務に関する専門知識よりも，人間とし
ての教養や基礎的，一般的な学力が求められ，さらに，今後のこととはされ
ているが，普通科の研修生の人材確保が難しい情勢であることが示唆されて
いるのである。
　そもそも，太平洋戦争戦前から終戦直後にかけては，現在の大学・短期大
学に相当する，高等学校(旧制)，専門学校･実業専門学校，大学(旧制)等と
いった高等教育機関への進学率は10％にはるかに満たない低さであった(100)。
　石橋［1968］，399頁。
　参照，「大学・短期大学等の入学者数及び進学率の推移」（文部科学省ホームページ：
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo４/gijiroku/03090201/003/002.
pdf，2014年４月５日取得。）
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当時，大蔵省税法講習所に入所した者は，国家公務員となることで社会的な
地位も高く，一般的な学力や気概も高かったと想像される。例えば，戦時下
に熊本支所へ入所した研修生は，旧制五高に張り合って勉学に励んだとも伝
えられる(101)。
　しかし，高度成長期を経て大学進学率が上昇し，昭和40年代に大学生であ
ること自体が必ずしもエリートでなくなった時代と相応して(102)，高等学校卒
業生を対象とする普通科のリクルートでは，よい人材の確保が難しくなった
ものと考えられる。さらに検討を要するが1971年度から国税専門官試験によ
り大学卒業生が採用されるようになったのも，普通科における人材難の裏返
しなのかもしれない。
⑶　職場の教育能力
　ところで，税の賦課徴収については，職業によって課税所得の補足率が大
きく異なるといった批判は長らくあるものの，個別案件で納税者の側がその
非効率を指摘する動機が働きにくいこともあるためか，税務行政が大きく
滞っているとする直接の非難の声に接することは少ない。税務行政は，概ね
安定的に行われてきたと思われる。
　それでは，専門教育機関が必要な専門能力を中心に教育していないとすれ
ば，職員はどのようにして税務に関する専門的な知識や技術を獲得してきた
のであろうか。
　税務職員の職務能力を支えたのは，職場教育であると考えられる(103)。ま
(101)　税務大学校［1983］，67-68頁。
(102)　参照，竹内［1999］，313-314頁。
(103)　職員研修の体系として，現在でも税務大学校の教育は，次のように，国税庁における
職業研修の体系の一部として位置づけられている。「国税庁において実施している職員研
修の体系は，」「１. 税務大学校において実施する集合研修」「２. 管理者や指導担当者が
日常の事務の遂行を通じて，個別に職員指導するという形で行われるオン・ザ・ジョブ
トレーニング」「３. 職場において集団的に実施する職場研修」「を３本の柱として組み
立てられてい」るが，「税務大学校では，高等学校あるいは大学を卒業した新規採用者を
国民から信頼される税務職員に育てあげるとともに，現に税務の第一線で働いている職
員に対しては，社会の変化に即応しうるよう，必要な研修を実施してい」るとされてい
る。参照，「税務大学校は，国税庁の研修機関です」（国税庁ホームページ：http://www.
nta.go.jp/ntc/gaiyo/index.htm，2014年12月１日取得。）。
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た，人事管理もその教育に沿ったかたちで行われている。すなわち，税務職
員は，最初に配属された部門がその人の「畑」となり，通常は，定年までそ
の部門に所属していたことが「背番号のようになってついてまわ」るといわ
れる。その部門とは，基本的に法人，所得，資産，管理徴収の４部門であり，
そのなかから経験年数を重ねて，総務，人事，査察などの新しい部門に登録
される人もいる(104)。
　このように細分化された配属は，前節で見たように税務大学校長の石橋も
言及していたが，事務系統とも呼ばれ，法人課税の担当者であれば法人税を
中心とした税目に特化し，個人課税の担当者であれば所得税を中心とした税
目に特化するという。そのため，税務職員は限られた税法しか知らないとの
指摘もある(105)。
　普通科の研修生ではないが，2003年に国税専門官として税務大学校で研修
を受けた先述の松嶋は，同校の専門官基礎研修の教育実態に疑問を持ち，税
務署の実務を果たせるか心配していたところ，税務大学校の教授は「実務に
ついてから，きちんと学ぶことで問題はありません。こんな規定があるくら
いのことを知っておけば，大丈夫です」と楽観的な話を繰り返したが，「実際
のところ，税務署で使う税法は非常に限定されてはいますが，その分限定さ
れた法律については，それなりにしっかりした知識をもっていなければ実務
に対応でき」ず，「税務署に配属された当初は，周囲の職員が何をいっている
のか即座に理解できないことも多々あ」ったという(106)。一定の税法を詳しく
知らなければ実務を行うことは難しいと考えられるが，税務大学校では，そ
れについては実務を通じて学べばよいとして，詳細が教えられていなかった
ものと考えられる。
　さらに，松嶋は，「にもかかわらず，何とか事務を回せるようになるのは，
配属される税務署においても，研修が行われることが多いから」で，「私の場
(104)　大村［2001］，185頁。大村［2012］，121頁。参照，大槻・牧［1991］，161頁。
(105)　松嶋［2012］，116頁。
(106)　松嶋［2012］，73頁。
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日から１日程度の研修を数回受けました。この先輩職員は実務で法律を使っ
ていますので，正直に申し上げて，専門官基礎研修よりもはるかにわかりや
すく，ためになる研修です」としている(107)。この記述からは，１人の先輩か
ら複数人が指導を受けたのか，もしくは，松嶋だけがマン･ツー・マンで教
わったのかといった研修形態は必ずしも明らかでないが，職場で先輩から指
導をうける研修があったこと，さらに，その研修が非常に有意義であったこ
とが指摘されている。
　こうした先輩から実務を学ぶのは，法律の知識だけではない。主に法人税
担当として10年間大阪国税局に勤めた大村大次郎は，税務調査について，新
人は先輩に普通１年目に半分以上の調査で同行してもらえ，調査の仕事を「意
外と単純」としながらも，「調査官は，同行してくれた先輩の調査のクセをそ
のまま引き継ぐ面もあり，始
（マ マ）
めに同行してもらった先輩で，その調査官の質
が決まるとも言われています」（ルビは引用者。）と，新人の教育では，１年
目に付いた先輩の影響が強いことを指摘している(108)。
　前節で初任者基礎研修が当初，実務を２ヶ月経てから行われるよう組まれ
た理由として，職場を経験した後に税法等の専門科目を実施した方が効果的
である旨，税務大学校長の石橋が述べているのも，職場の教育能力が非常に
高いことを前提としているのかもしれない。
　このように，税務職員は，税務大学校で十分に教育されることのなかった
専門的な知識や技術について，職場に配属される際に細分化し特化した専門
分野を割り当てられ，それに関して，先輩から税法を含めて実務を通じて習
得していると考えられる。
(107)　松嶋［2012］，73-74頁。
(108)　大村［2012］，132-135頁。
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お わ り に
　1990年当時，税務大学校の普通科における研修生は，高等学校卒業程度と
される国家公務員試験採用Ⅲ種試験を受験して公務員となったが，この試験
は，試験科目を見ると一般的な学力を試しているといえる。税法や簿記・会
計学といった税務行政に必要と思われる専門的な知識や技術を採用の時点で
すでに有している者を選抜しているのではない。採用後に必要な知識や技術
を習得することができるか，その能力と学習習慣を備えているかを試してい
るといえる。
　このため，税務大学校の普通科に入学してくる者の多くは，それまで，法
律学や簿記・会計学といった専門性に関して基礎的な教育を受けたことのな
い全くの素人である。こうした研修生を一から教育して最終的には，税務行
政の実務を担い得る人材にまで育て上げなければならない。となれば，普通
科の１年もしくは初任者基礎研修をも含めた１年３ヶ月といった研修期間で
は，高等学校で通常学ばない法律学は，その基礎を学ぶのがせいぜいで，各
税法科目といった専門性の高い個別の科目まで習得するのは難しい。この結
果，税務大学校では，大学その他の教育機関でも学習できる教育内容を多く
教えることとなったのであろう。
　ただし，これは，そもそも意図されたことではない。税務大学校の始まり
とされる大蔵省税務講習所が創設されたとき，また，戦後に研修を本格的に
再開したとき，カリキュラムには，より専門的な税法科目を中心に教育しよ
うとした痕跡が見られる。しかしながら，この試みは，戦況の悪化と戦後の
混乱によって税務職員が不足する事態に対応するために成功しなかったと考
えられる。
　その後，国税庁税務講習所の時代に入り，普通科の入所者資格が整えられ
たり，研修の指針が明確にされたり，支所を含めた税務講習所全体の教育体
制を統一するための整備が進んだ。ただし，カリキュラムについては，専門
科目が演習の導入・増加によって実務教育と結びつけられたり，職業道徳や
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職業実技といった一般科目の教科目が設けられたり，専門科目の科目数は増
やさずに，徐々に職場における実務を重視する傾向が強まった。
　税務大学校へ改組されたときには，国税庁税務講習所のあり方をほぼその
まま踏襲し，基本的に１年間という研修期間で教育が続けられた。しかし，
その間に大学進学率が上昇するという社会情勢が変化するなかで，普通科に
は，必要な学力のある人材が集まりにくくなっていったものと思われる。そ
のために，普通科に引き続き行われる初任者基礎研修を新たに設けたり，さ
らにその研修期間を延長したりすることで実質的に授業時間数を増やす工夫
がなされた。大学卒業者程度を受験資格とした新たな試験制度である国税専
門官試験もこの対応として導入された可能性がある。
　その後のカリキュラムを長期的に見ても，これに対応して，専門科目は授
業内容を増やさずに理解を深めることが目指される一方，特に専門性の高い
各税法科目は折に触れ授業時間数が削減された。また，専門科目の前提とな
る基礎科目は，専門科目と同様に授業内容を増やさずに充実する傾向が続い
たが，社会環境の変化に対応して教科目を改変していった。さらに，その他
の科目は，さまざまな一般科目や行事が導入され，授業時間数を増やす傾向
にあり，研修生の職場における対応力の強化と人格面での向上が目指された。
専門教育はその内容を増すことはなく，その前提となる基礎的な教育や人間
形成を行うことに重点が置かれていったといえよう。このため，税務大学校
は，一見したところ，専門教育をさほど行っていない専門教育機関に見える
ようになったのである。
　ただし，基礎科目に見られる教科目の改変は，職場に専門的な知識や技術
の蓄積が少ない新しい分野に見られる。税務大学校においては，時代の変化
に合わせて職場のニーズに沿うかたちで教育を行ってきたといえよう。
　また，人間形成といった人格面を向上しようとする傾向については，大蔵
省税務講習所が創設されたときにも研修目的の一つに「其ノ徳性ヲ涵養スル」
ことが挙げられ，税務大学校が設立された際にも，同校の研修目的として「人
格識見を高める」ことが謳われており，伝統的なものでともいえる。カリキュ
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ラムとしては，さまざまな行事も，恐らくは組織の一員としての集団性，団
結力といった側面を教育するものと考えられる。また，大蔵省税務講習所創
設当初から続く全寮制による研修といった研修形態にも意味があろう。特に，
国税庁税務講習所の設立以降，新規採用者のみが支所を含めて一斉に同じ教
育を受けることによって同期意識が強まる側面があったのではないか。さら
には，太平洋戦争中に置かれて戦後直ぐに廃止された研究科の制度，税務大
学校設立時の教育官補の設置は，研修生の年齢に近い比較的に若い職員に生
活面を世話させることによって，職場における先輩・後輩関係を強化する役
割を果たしたのではないか。
　それでは，税務大学校における研修で専門教育が十分行われていないとす
ると，税務職員には，いつ，どこで専門教育が行われるのであろうか。税務
職員は，研修の終了後に職場に配属される際に，細分化し特化した専門分野
を割り当てられ，それについて，職場で先輩から税法を含めて実務の詳細を
学んでいるといえよう。
　こうして，実際の税務行政に必要となる専門教育は，最終的に職場に委ね
られたままになっていると考えられる。そのため，基本的に，税務の実務に
有用な専門的な知識や技術は，職場で集団研修によって，もしくは個々に先
輩から後輩に受け継がれているものと思われる。また，人事体制でも，税務
の専門分野を細分化して「畑」を作り，畑間の異動を少なくすることで職務
を重ねて専門性を習熟させているのであろう。
　となれば，税務大学校で，基礎的な教育が重視され，実務教育が強化され
ていったのは，こうした職場の教育機能を支援する側面があったのではない
か。また，人間形成といった人格面の向上を目指す教育も，もちろん，租税
の賦課徴収という生身の人間と直に対峙する職務上の必要性もあろうが，先
輩・後輩の上下関係を基礎とした，職場における専門知識・技術を伝達する
機能を円滑にするためであるかもしれない。
　すると，税務大学校は，直接に専門的な知識や技術を伝授するといった専
門教育を行う場というよりも，実務教育を重視することで職場を維持する点
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で，また，人格面を向上させて先輩・後輩関係や集団活動を支えて職場の教
育能力を促進する点で教育機関としての役割を果たしているとはいえないか。
　なお，すでに述べたように，国税庁税務講習所の発足後，支所を含めた税
務講習所全体の教育体制を統一するための整備が進んだが，教育の実質を
担っているのが職場の教育訓練だとすると，税の賦課徴収における専門的な
知識や技術の細部は，税務職員の個々人で異なったままで，統一されていな
い部分があるとも考えられる。
　さらにいえば，税務行政においては，専門教育が官僚制組織内でも統一さ
れず，組織外にその方法が開示されていないという意味で外部化もされず，
職員個々人の秘儀として職場に残るともいえる(109)。特に，税務職員等はその
職を長期に行うことで実質的に税理士資格が得られることから，職員が職場
に留まるため，また，退職後税理士となったとしても税務行政と関連を保つ
ことになるため，官庁外には情報が流出しづらいのではないか(110)。
　このように，専門的な知識や技術が官僚制組織内の末端で統一されること
なく伝達され，さらに秘儀として受け継がれて滞留しているとすれば，キャ
リアといった専門性の低いこともある上司は，いかにして末端のノンキャリ
ア職員を統率するのであろうか。その仕組みについても，職場の教育能力を
支える点におけるのと同様に，人間形成といった人格面の向上を目指す税務
大学校の教育が果たしている役割があるのではなかろうか。こうした詳細に
ついては，稿を改めて述べることとする。（了）
（注記）
＊本文・脚注における引用・参照文献は，原則，著者・編者の姓もしくは名称と発行年で
示している。ただし，ホームページからの引用・参照文献は一部を除いて，その都度，
脚注にその出所を表示している。
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